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本論文の主旨 
中国のパブリックディプロマシーに関して台湾における中国の影響を幾つかのケーススタ
ディによって明らかにした上で、その独自のメカニズムを理論化すること、さらに中国の対台
湾外交の特徴と問題点を明らかにすることを目的としている。筆者は中国の対台湾外交に
は独特のメカニズムが働いていること、過度にソフトパワー論に依拠したパブリックディプロ
マシーから中国のパブリックディプロマシーを論ずることは、正確な理解を欠くという問題意
識を抱いた。本論では包括的パブリックディプロマシー(Comprehensive Public Diplomacy)
と PD アセット(assets)という台湾ケースから導き出される理論的概念を紹介し、中国のパブリ
ックディプロマシーの特徴をより包括的なものとして理論的に明らかにしようとした。 
 
本論文の構成と概要 
ChapterⅠ：Introduction 
 本研究の動機としては、中国がパブリックディプロマシーの方法を用いて台湾に対して
自らの影響力の増大を図ろうとしているが、その影響力増大は必ずしも功を奏していない、
なぜか、そして中国の対台湾のパブリックディプロマシーをどのような特徴としてとらえるべき
か、ということにあった。 
Chapter II：Conceptualizing Public Diplomacy  
まずパブリックディプロマシーの起源とその発展に関する学術的な流れを概観し、米英日
など世界各国の研究動向を踏まえ、またプロパガンダ、戦略的コミュニケーション、ソフトパ
ワー、スマートパワーなどとの関連を整理している。これらを踏まえた上で、共産党政権下の
中国のパブリックディプロマシーがどのように一般的なパブリックディプロマシーの影響を受
けたのかを学術的にまた歴史文脈から整理している。さらに２００８年から２０１６年の台湾の
馬英九政権下での和解に向けての交流などから、台湾に対する影響力行使の基盤の形成
などを整理して論じている。 
Chapter III：Introducing Comprihensive Public Diplomacy 
筆者は前章で行った先行研究のサーヴェイや中台関係の基本的な特徴の分析をおこな
い、従来のパブリックディプロマシーの考え方をベースにしながらも、中国の対台湾アプ
ローチの核心的な分析枠組みとして、包括的ブリックディプロマシー（CPD）と PD アセットの
概念を提起した。まず CＰＤの特徴については、中国の伝統的な外交思想、近代的外交思
想、さらには政府レベルだけでなく、プライベイトセクターや海外市民などを動員し組み合わ
せた概念として考案し、それを中国の対台湾外交の理解のための分析枠組みとして用いる
必要性、およびそのようなアイディアを生み出した背景について論じている。また、実証研
究を通して、中国の対台湾アプローチにおいて政府が直接には関与していないプライベイ
トセクターの役割が極めて重要であることを発見し、それを枠組みとして取り込んだ PD アセ
トというアプローチを設定した。これらによって台湾に対する中国のアプローチを理論的に
説明することを試みた。もちろんこれらの枠組みはこの段階ではあくまで仮説的に提起され
たものであり、以下の事例研究、およびそれを踏まえた結論的な整理によって、それらの有
用性が測られることになるだろう。 
 ChapterⅣ  China’s Public Diplomacy toward Taiwan 
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 中国の対台湾アプローチの目標は、短期的には「９２年合意」の維持発展であり、中期
的には増大する台湾アイデンティティを弱体化、無力化し、台湾における経済的影響力を
増大することである。ここでは３つの異なったケーススタディを行い、そこから得られる知見を
もとに中国の対台湾アプローチの構造的特徴を描き出そうとした。第１のケーススタディは、
中国共産党関係者、中国国民党関係者、中国地方指導者の台湾訪問による相互交流の
分析で、そうした交流は政治家、学者らのような台湾エリートと中国側との交流となっており、
彼らの間では両岸関係における積極的で掘り下げられたイメージの形成が見られると指摘
した。「９２年合意」と呼ばれる共産党と国民党の間での「一つの中国、各自表現」の合意は
そのような交流の基盤となり、以後 CCP—KMT フォーラムが開かれ相互の協力深化などが
議論されてきた。   
第２は、中国が台湾の企業や団体に対して経済的な魅力や補助金などを使い影響力を
高めようとするパターンである。大陸に経済拠点を持つ「台商」と呼ばれる人々は中国貿易
によって多くの利益を得ている。ここではWant Want Holdingsのケースが考察されている。
中国の巨大市場、親中国的なメディアなども中国のパブリックディプロマシーを機能させる
重要な要素になっている。中国政府→現地代弁者（Proxy Agent）→現地市民というメカニズ
ムが機能する。一般的なパブリックディプロマシーの場合はソフトパワーが影響力増大の要
因になるが、中国―台湾の場合は proxcy agentが重要なカギになると言う。 
そして第３は、直接には中国当局とは関係のない、両岸問題に関わるボランティアな組織、
個人の役割によって中台の相互理解が進むケースである。大陸での不当な企業活動の犠
牲者支援活動、仏教会の活動、親中国活動などである。大陸出身の退役軍人グループ
TWMAAA は中台統一に同意し、相互理解の活動を進めているが中国からの資金援助は
拒否している。 
ChapterⅤ Conclusion 
 前章のケーススタディをもとに中国の対台湾 CPDの効果についてみれば、大陸問題委
員会や国立政治大学などの２０１７年調査の結果では、中国政府に対する不信感、統一を
支持しないといった項目が以前に比べて増加しており、パブリックディプロマシーの効果が
出ていない結果となっている。しかし、大企業やメディアなど Proxcy Agent を通して中国の
影響力は大幅に増大している。そうした背景に、対台湾アプローチには、たんにソフトパ
ワー、スマートパワーのみならず、明らかに露骨な軍事力の脅威による威嚇や懲罰の手段、
意図などがあることがわかる。そのことが、台湾が中国にシンパシーやアイデンティティを感
じないが、中国の影響力を考慮せざるを得ない大きな理由となっている。以上の特徴を考
慮するなら、中国の対台湾パブリックディプロマシーは一般的なパブリックディプロマシーの
文脈で理解すべきであるが、なお不完全で未熟な段階にあるといえよう。 
 
口述試験での質疑応答 
本論文審査委員会は、申請者から提出された学位請求論文を査読し、2018 年 1 月 6 
日に 2時間余にわたり口述試験を実施した。主たる論点は以下の通りである。 
意審査委員会はほぼ共通して以下のようなコメントと修正を求めた。第 1に、第 1章、第 2
章の Public Diplomacy および中国における Public Diplomacy の研究サーヴェイが、極め
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て詳細に論じられており、それ自体幅広い研究の成果を示しているが、いささか議論が散
漫で繰り返しが目立っており、重複を避け系統的に整理しなおすことが必要である。 
第 2 に、筆者の研究のオリジナリティとも言える包括的パブリックディプロマシーはもともと
Aggressive Public Diplomacy と表現されていたが、この表現では筆者の言いたい内容が十
分に伝わってこないと指摘し、その結果、軍事力、経済などあらゆる手段を用い、相手の政
権のみならず一般レベルまで対象とし、インターアクション効果を用いて意図を実現しようと
していることからAggressiveを「包括的」（Comprihensive）という用語に変更することを進めた。
さらに、CPDおよび PD アセットと表現した中国独自のパブリックディプロマシーとういう分析
枠組みは、事例研究の結果として第 5章で論じられているが、むしろ論文の早い段階で、オ
リジナルな分析枠組みとして仮説的に提示した方が、筆者の研究の狙いがはっきりと見えて
きて、読者の理解を助けるのではないか、という意見であった。 
そのため、内容的な大幅変更というよりも、これまでの第 2 章と第 3 章を研究サーベイの
章として統合し、もともとの第 5章の議論を新たな第 3章に移し、仮説的にオリジナルな分析
枠組みとして提示し、第Ⅳの実証研究につなげるのがよいという意見であった。 
候補者は審査委員会の意見を受け入れ、部分的な修正を行い再度審査委員会に提出
した。審査委員会は、修正意見に基づいた修正が適切になされていることを確認した。 
 
評価と審査結果 
第 1に、中国の台湾に対する影響力の増大、台湾のリアクション、効果に関する問題をパ
ブリックディプロマシーの枠組みで包括的かつ具体的に説明することを試みた意味のある
独創的な研究論文となっている。 
第 2に、彼のオリジナリティである包括的パブリックディプロマシーの概念は、J. Nyeらのソ
フトパワーをベースとして説明されるパブリックディプロマシー論から中国の対台湾政策を分
析することだけでは不十分性があると指摘し、より包括的パブリックディプロマシーの設定を
必要としたことから生まれたアイディアであった。特に軍事力や経済制裁など物理的な強制
力を取り込んだ機能をパブリックディプロマシーの中に位置づける試みは着目に値しよう。
また、パブリックディプロマシーの行使に際して、政府当局と直接に関係を持たない私的セ
クターの役割に注目した PDアセットの分析も意味のあるオリジナリティとなっている。 
第３は、上記の2つの仮説的な分析枠組みを論証するために行ったフィールドワークであ
る。事例研究としての数は多くはないが、発信のアクターから受信のアクターに至るインプッ
トとアウトプットの内容、内在的なメカニズムなどが独自のインタビュー、調査などによって具
体的に丁寧に明らかにされており、中国の対台湾パブリックディプロマシーの特徴を浮かび
上がらせることに成功している。このような中国パブリックディプロマシーの考え方は、サード
をめぐる対韓国外交、南シナ海問題を抱える対東南アジア外交など、今日対外的に影響力
を急増させている中国の外交を考えるうえでも大いに役に立つのではないだろうか。 
本論文では以上のように現代中国外交論、とりわけパブリックディプロマシーをめぐる学
術研究において、独創的かつ実証的な貴重な成果が盛り込まれている。口述試験の内容
を踏まえ、論文に関しての慎重かつ総合的な審査を行なった結果、博士学位請求論文とし
ての水準を十分満たしているものと判断し、これを受理することに全委員が合意した。 
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